
�

審査・判定

　調査結果をもと
に、市の障害認定
審査会で審査・判
定が行われ、どの
くらいのサービス
が必要な状態か
（障害程度区分）
が決められます。

�

認定（受給者
証の交付）

　障害程度区分に
より、サービスの
支給量などが決ま
ると、受給者証が
交付されます。

�

サービス利用
計画の作成

　必要に応じて、
相談支援事業者と
サービス利用計画
を立てます。サー
ビス利用計画作成
費は無料です。

�

サービス利用

　サービスの利用
を開始します。
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　制度をみんなで支え合うため、障害福祉サービ
スを利用した方は、費用の原則１割を負担します。
　ただし、所得に応じて上限額が決められていて、
負担が重くなり過ぎないようになっています。残
りの９割は、国・北海道・市が負担する仕組みで
す。

北海道
25％

市
25％ 国

50％

自己負担
　1割

9割
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※利用者負担の軽減
�サービス費用の自己負担額（月額）は、所得により上限が決められています。
�同じ世帯に障害福祉サービスを利用する方が複数いる場合などでも、合算した額
　が上限額を超えた分は高額障害福祉サービス費が支給され、負担が重くならない
　ように配慮されています。
�資産が一定以下の方は、個別の免除制度があります。
�施設サービスを利用する場合の食費や光熱水費などは全額自己負担です。ただし、
　施設入所者で生活保護、低所得１、低所得２の方は、申請により補足給付が支給
　され、負担が軽減されます。

上限額（月額）対　　　象区　分

0円生活保護世帯の方生活保護

15,000円住民税非課税世帯で障害のある方、または障害
のある方の保護者の収入が８０万円以下の方低所得１

24,600円住民税非課税世帯で低所得１に該当しない方低所得２

37,200円住民税課税世帯の方一　　般
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